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ランドモビリティ事業概要

本⽇は、弊社説明会にご参加いただき、ありがとうございます。
ランドモビリティ事業本部⻑の⽊下と申します。
本⽇は、宜しくお願い申し上げます。
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ランドモビリティ事業概要

⼆輪⾞事業は会社創⽴から基幹事業として展開 
経営効率・商品競争⼒を⾼め、 安定した収益体質へ 

二輪車

ROV 電動アシスト自転車

新型コロナウイルス
感染症の影響 11,55011,198

9,465

2020年
実績

2019年
実績

2021年
⾒通し

2,231 2,195 2,360

7,738 6,040 7,640

789

798

1,070441

432

480

MC先進国

MC新興国

RV
SPV

営業利益
（営業利益率）

売上⾼

（億円）416
(3.7%)

185
(2.0%)

600
(5.2%)
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まず、ランドモビリティ事業概要からご説明します。

ランドモビリティ事業の商材は、⼆輪⾞、ATV/ROV、電動アシスト⾃転⾞、
そして、電動⾞いすとなっています。

⼆輪⾞事業は、私たちの基幹事業として会社創⽴時から展開しており、
近年の売上⽐率では6割くらいを占めています。

今後も、この基幹事業をベースに、
さらに安定した収益体質を⽬指していきたいと考えています。
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⼆輪⾞事業

アジアを中⼼とした上位中間層セグメントを成⻑機会としてとらえる
新型コロナウイルス影響以降、増加する⼆輪⾞需要の確実な取り込み

総需要2020年実績（千台）

⼆輪⾞の世界の総需要計︓44,497千台
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世界の⼆輪⾞の総需要の概況をご説明します。
数字と円グラフで⽰していますが、⻘⾊の部分が当社のシェアを⽰しています。

まず、⻩⾊の部分が先進国の総需要です。
2020年の実績を記載していますが、⾜元の2021年は、
2019年⽐のプラス10％くらいで推移しており、需要は底上げされています。
その中で⼆輪⾞は再評価されているため、当社も伸ばしているほか、
DXをベースとした周辺ビジネスの拡⼤にもトライしています。

次に、⾚⾊の部分が新興国です。
新興国の総需要は、2019年⽐のマイナス25％くらいで推移しています。
当社は近年、ASEANを中⼼に⾼いブランド好感度があり、
プレミアム戦略で利益を伸ばしています。
With/After コロナでのパーソナルモビリティ需要も含めると、
2019年⽔準まで回復するための伸びしろがあります。
また、インドでも同じようにプレミアム戦略と市場戦略を実施しており、
利益貢献する事業へと変わってきています。
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SPV事業

業績推移電動アシスト⾃転⾞・E-BIKE需要想定
（⽇、⽶、欧）

ドライブユニットを核としてOEM/CBU事業の拡⼤を両⽴させ、
⼈間感覚を最優先した⾞両を通してモビリティに変⾰をもたらす

14.6% 16.2%

売上⾼
（億円）

営業
利益率 14.6%

2020年
実績

2019年
実績

2021年
⾒通し

2011年 2020年 2030年
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SPV事業について、ご説明します。

SPV事業は⼤きく需要を伸ばしています。
スライド左側に⽰しているとおり、
電動アシスト⾃転⾞のEBike市場は、先進国を中⼼に、
今後10年で3倍弱伸びると想定しています。

その中で近年、当社の業績は⾼い営業利益率をキープしながら、
売上を伸ばしてきています。

電動アシスト⾃転⾞は、
1993年に⾃転⾞にモーターとバッテリーを搭載した発明品として世の中に発表しました。
今後も単なる⾃転⾞と捉えず、モーターとバッテリーを搭載したモビリティとして、
新たな価値を⽣み出していきたいと思っています。
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2019年-2021年 今中期経営計画 振返り

11,55011,198

9,465

2020年
実績

2019年
実績

2021年
⾒通し

2,231 2,195 2,360

7,738 6,040 7,640

789

798

1,070
441

432

480

MC先進国

MC新興国

RV
SPV

営業利益
（営業利益率）

売上⾼

416
(3.7%)

185
(2.0%)

600
(5.2%)

13,540

1,975

10,200

865
500

2021年
中期⽬標

920
(6.8%)

（億円）

中期重点テーマ︓モビリティ新時代化に対応する事業基盤構築

＜MC先進国＞
・構造改⾰により収益性改善

19-21中期⽬標 2021年⾒通し
売上⾼ 1兆3,500億円 1兆1,550億円

営業利益 920億円 600億円

営業利益率 6.8％ 5.2％

＜MC新興国＞
・プレミアム戦略推進
得意分野での収益確保

コロナ影響により、各国とも事業活動停滞・半導体等部品供給・原材料⾼騰などネガティブ要因は依然続く。
先進国を中⼼としたパーソナルモビリティの⾒直しなど需要増の機会を確実に捉えるとともに、
コネクティッドモデル導⼊拡⼤、来期に向けたEV準備が進むなど、新たな領域への基盤づくりは着実に進む。

＜RV＞
・レクリエーション領域シェア拡⼤で⿊字化

($/€: 109/122) (107/122) (109/130) (110/130)
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今中期経営計画の振返りについてです。

重点テーマは、「モビリティ新時代化に対応する事業基盤構築」としています。
この計画を設定した時、世の中ではMaaSと⾔われていた時代でした。
そのため、このようなテーマを置きましたが、
それ以降、カーボンニュートラルへの対応や、新型コロナウイルス感染症もあり、
「新たな変化の中で新しい事業基盤をどのようにしていくか」ということが
ますます⼤きなテーマになっています。

2021年の⾒通しは中期経営計画⽬標に届いていません。
しかし、コロナ禍においても、各市場では計画のとおりに進捗しています。
特に先進国では構造改⾰における収益性の改善、
新興国ではプレミアム戦略の推進と、得意分野での収益の確保や、
利益率の向上に取り組んでいます。
また、RV事業ではレクリエーショナル領域のシェア拡⼤と⿊字化を進めています。
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ヤマハらしいカーボンニュートラル戦略

グローバルMCのパワートレイン構成⽐

ICE *1

BEV *2

燃費改善やCN燃料等など最適な⼿法でCO2削減を推進すると共に
⻑期的にランドモビリティ事業の柱となる新領域（電動商材、新ビジネス）を構築

2.6%

2030年

20%

2035年 2050年

90%

*1 ICE（Internal Combustion Engine︓内燃機関）︓燃料を燃焼し動⼒を得る
*2 BEV（Battery Electric Vehicle）︓バッテリーの電⼒でモーターを駆動する
*3 HEV（Hybrid Electric Vehicle）︓エンジンとモーターを組み合わせ駆動する
*4 FCV（Fuel Cell Vehicle）︓燃料電池で発電しモーターを駆動する
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カーボンニュートラル戦略について、ご説明します。

スライド左上のとおり、多様な⼿法でカーボンニュートラル化を実現し、
⼩型モビリティを活⽤したいと考えています。
つまり、当社の得意領域である「新領域を創出しながら市場をつくる。」
あるいは「新領域を予想しながら新たな価値をつくる」ということを、
今後のカーボンニュートラルにおいても推進していきます。

そのため、右上に記載しているとおり、今後は⾃転⾞と⼆輪⾞の間、
もしくは、⼆輪⾞と⾃動⾞の間で、カーボンニュートラル化した多種多様なモビリティが
各社から出てくると⾒ています。
そのような部分でも、プレゼンスを発揮しながら市場を作っていきたいと考えております。
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先進国⼆輪⾞事業
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先進国⼆輪⾞事業

業績推移

欧州

⽇本

北⽶

100

200

（万台）

2019年 2020年 2021年

コロナ第⼀波
ロックダウン影響

⼤洋州

総需要推移
（MC台数移動累計）

アウトドア・レジャーなどパーソナルモビリティ需要増加
欧州EG製造拠点売却など構造改⾰効果と併せて
来期に向けて⿊字化達成の⾒通し

出荷台数（万台）

営業
利益率
売上⾼

（億円）
2,231 2,195

欧州

北⽶

⼤洋州

⽇本

△6.4% △3.9%

（$/€： 109/122） （107/122）

2020年
実績

2019年
実績

2,360

2021年
⾒通し
（109/130）

△1.4%
39.2

35.7 35.6

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年
実績 実績 実績 実績 ⾒通し

34.3
39.0

欧州

⽇本

北⽶

⼤洋州
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地域別にご説明します。
まずは先進国⼆輪⾞事業です。

先進国では、近年の需要は微減傾向にありましたが、
アウトドアレジャーやパーソナルモビリティの需要増加から、
総需要は2019年⽐プラス10％くらいで底上げされている状況です。
その中でパーソナルモビリティとしての⼆輪⾞が、
機動性、環境などの点で再評価されています。

また、レジャーとして⾒直されており、この需要を確実に取り込むことがテーマになります。
そのような中で業績も2019年にこの中期経営計画がスタートしてから、
売上⾼・営業利益も着実に改善してきています。
⼀⽅、原材料価格や物流費の⾼騰、部品調達には困難なところがあり、
今期のテーマであった⿊字化とまではいきませんでした。
しかし、営業利益率としては、⿊字化⼀歩⼿前のマイナス1.4％の⾒通しであり、
来年には⿊字化が達成できると考えています。
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先進国⼆輪⾞事業︓構造改⾰

構造改⾰進捗（億円）

2018年12⽉新中期経営計画より

+30
構造改⾰

+58
経費改善その他

+88億円

活動取組み状況

限界利益増
為替影響

欧州構造改⾰

欧州EG製造拠点をファンティック社へ譲渡
2020年10⽉発表

欧州向けEG製造集約（⽇本＆インドネシア）

Motori Minarelli
モトーリ・ミナレリ社

⽣産構造改⾰
本社及び周辺⼯場の⽣産拠点集約・再配置
2021年2⽉発表

各構造改⾰に向けた取組みは
計画通り進捗

⾜下の需要・販売増に対しても
⼀定の経費抑制効果︓体質定着化

2018年実績 2021年⽬標
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構造改⾰についてご説明します。

まず、この中期経営計画のスタート地点として、
2018年の実績をマイナス133億円と⾒ていましたが、
為替等の影響により、実質はマイナス182億円からのスタートとなりました。
ただし、構造改⾰による改善計画98億円に対し、予定どおり計画は実施しており、
88億円の改善を⾒込んでいます。
改善の内訳としては「欧州構造改⾰」と「グローバルな⽣産構造改⾰」が
半々くらいで進捗しています。
来年以降も、この部分は刈り取りをしていきたいと考えています。
また、現在⼀定の経費抑制ができており、この体質を定着化していきます。
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先進国⼆輪⾞事業︓Afterコロナに向けての取組み

アウトドア・レジャーなどパーソナルモビリティ需要増加機会をとらえる
構造改⾰の⼀つである販売体制改⾰とDX強化による､顧客接点の更なる強化を図る

パーソナルモビリティとしての⼆輪⾞⾒直し需要増 顧客接点・関係性の更なる強化

 ブランド価値向上活動

 ⽇/⽶/欧 販売体制改⾰
・欧州販路基盤整備
・⽇本新YSPネットワーク
・⽶国販路改⾰

⽣涯顧客化獲得に向けたマーケティングの深化
デジタルマーケティングとオフラインの融合、つながるバイク拡⼤

 CRM販路導⼊ リードマネジメント

 つながるモデル市場投⼊拡⼤

 Eコマース導⼊・拡⼤（本体、部品、オイルなど）
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「Afterコロナに向けての取組み」について、昨今の先進国、特に欧州を⾒ると、
Withコロナの状況がまだまだ続くかもしれませんが、
それらを踏まえながらどのように取り組むのかをご説明します。

パーソナルモビリティ、もしくはレジャー商品としての⼆輪⾞⾒直しによる需要増加を機会として
確実に捉えていきたいと考えています。
そのために2つのテーマを持っています。
「ブランド価値の向上」と「⽣涯顧客化」であり、
お客さまとのつながりをさらに深めていくマーケティングに取り組みたいと考えています。
そのため、リアルなお客さまとの接点として販売体制の改⾰を⾏い、
またDXを中⼼としたeコマース、もしくはつながるモデルやアプリ等を通じて、
お客さまとの関係性のさらなる強化を図ります。
その結果、「ブランド価値向上×売上」により、
意味的価値創造とお客さまとの関係性を重視し、
お客さまをビジネスパートナーとして捉えながら、
お客さまの⽬的達成に貢献していきたいと考えています。
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新興国⼆輪⾞事業
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新興国⼆輪⾞事業

アジア上位中間層攻略 インド市場拡⼤、アセアン上位カテゴリーへの更なる注⼒

業績推移
500 502

470

346

421

ASEAN

その他

インド

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

⾼価格モデル

低価格モデル

出荷台数（万台）

⾼価格モデル販売⽐率＠インドネシア

R15 プレミアムスポーツ

NMAX155 プレミアムAT

中南⽶ 7,738 6,040

6.7% 3.4%

アジア

中南⽶・その他

（IDR/BR$ 14,087/3.9） （14,447/5.1）

2020年
実績

2019年
実績

7,640

6.5%

2021年
⾒通し

（14,300/5.3）

営業
利益率
売上⾼

（億円）
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2017年 2018年 2019年 2020年 2021年
実績 実績 実績 実績 ⾒通し

実績 実績 実績 実績 実績 実績

新興国の⼆輪⾞事業についてです。

新興国は2020年、新型コロナウイルス感染症の影響により出荷台数が減少しました。
現在は、各国で濃淡はありますが、総需要・出荷台数ともに回復傾向です。
ただし、2019年や2017年と⽐較すると、まだ戻りきっていない状況にあります。
今後の回復スピードを読むのは難しい状況ですが、
2017年くらいの総需要には戻ると⾒ており、
その総需要を前提に戦略も打っていきたいと考えています。
業績に関しては、2021年は出荷台数が減っている中、
売上⾼・営業利益ともに2019年並みを計画しています。
特に⾼価格帯モデルの販売⽐率が増えています。

スライド左下はインドネシアの例ですが、
特にアジアを中⼼に上位中間層のお客さまが増えており、
⾼価格帯の販売⽐率を増やしています。
今後も、得意領域である上位中間層を安定的な収益源として、
マーケティングを強化していきたいと思っています。
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新興国⼆輪⾞事業︓プレミアム戦略

台当たり売上⾼推移＠インドネシア

・戦略セグメント注⼒、マーケティングと販売戦略化
・DX含む顧客接点と関係性強化によるブランド価値向上

上位中間層ビジネスを拡⼤し、収益⼒を強化

戦略的セグメント（上位中間層）

ASEAN＋台湾

2019年 2030年※上位中間層 年間可処分所得 15k~30kドル＠世帯

ブランディング・マーケティング
顧客との価値観共感/関係性強化

上位セグメント/プレミアムの創造
R15 プレミアムスポーツ XMAX250

プレミアムAT

NMAX155
プレミアムAT

AEROX
プレミアムスポーツAT

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

2015年を１とした場合の台当たり売上⾼推移

120％
133%

141%
149%

184%
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プレミアム戦略について、詳細をご説明します。

スライド左上に記載していますが、ASEANと台湾の上位中間層は、
今後10年で約1.8倍に伸びると予想されています。
インドでは約2.5倍、新興国以外も⼊れた世界中では約1.3倍となり、
このセグメントが今後の成⻑領域だというのは間違いありません。
また、先⾏して市場を作ってきた、得意領域でもある役に⽴つというだけではなく、
「⾃分らしさ」「⾃⼰実現」という価値観を持つお客さまに向けて、
今後もプレミアム商品を投⼊していきたいと考えています。
そのために、商品だけではなくブランドマーケティングにより
プレミアム市場を新たに創造しながら、さらなる拡⼤を⽬指したいと考えています。
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新興国⼆輪⾞事業︓インドネシア

ヤマハ出荷台数（万台） インドネシア上位中間層

上位中間層世帯数 +37%

上位中間層 顧客特性

①⼥性需要の開拓
“利便性”の新価値創出

②卓越した性能と
外観の優位性

③ライフステージ＆
スタイル上級シフト

利便性・機能 →   意味的価値 × 顧客価値観

2003年〜
スクーターMIO導⼊

2007年〜
SPモデルVixion導⼊

2015年〜
N-MAX導⼊

顧客関係性の強化
アプリ︓Myヤマハ

リードマネジメント

販売員がスマホで顧客のIDを読み取り、
DMSへ伝送、DMSにてリード管理

累計42万ダウンロード

2020年 2021年

2018年 2019年 2020年 2121年 2024年

プレミアムAT

スタンダードAT
スタイリッシュAT

低価格AT

モペッド
スポーツ

146 143 

70 

105 

153 

FINO
X-RIDE

AEROX
N-MAX
X-MAX

実績 実績 実績 ⾒通し ⾒通し

CVR 10％超
コンバージョンレート
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その中で、特にプレミアム戦略の先陣、インドネシアについてご説明します。

スライド左上にある当社の出荷台数ですが、
2018年、2019年の⽔準には戻りきっていません。
しかし、今後3年間でその⽔準まで戻ると⾒ており、
そのドライバーとなるセグメントは、スライド右上に記載のとおり、
インドネシアの上位中間層であるというのは間違いないと考えています。
2015年と2020年を⽐べると、上位中間層世帯数が37％増えています。
重点市場であるインドネシアにおいては、今後もこの顧客層をターゲットとし、
新たな商材、つながるモデルの投⼊、リードマネジメント導⼊等のDX活⽤により、
インドネシアにおいてもお客さまとの関係性強化を図りながら、
⽣涯顧客化に向けた取り組みを⾏っていきます。
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新興国⼆輪⾞事業︓インド

スクーター拡販

21年以降インド経済の復活、中間所得者層の収⼊増により総需要は右肩上がりに回復予測
⾼付加価値商品を軸にプレミアムブランドのポジショニングを確固たるものし、スクーターの拡販を図る

2018年 2019年 2020年 2021年 2024年

プレミアム
デラックス

スクーター

コミューター

2,157

1,855

1,423 1,500

2,150総需要推移と⾒通し
（万台）

（各顧客接点で統⼀したブランディング展開） （プレミアムブランド化しつつ単価UP） （顧客︓実⽤性・安⼼感・イメージ）
インド国内単価推移

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

100％

159％

＋59％

プレミアム戦略

2017年を１とした場合の国内単価

R15

RayZR

FZX

16

実績 実績 実績 ⾒通し ⾒通し

次に、⼤きな市場であるインドについて説明します。

インドも総需要の推移を⾒ると、
2021年は2018年の数字にまだ戻り切っていない状況ですが、
3年くらいかけて需要は戻ると⾒通しています。
セグメント別に⾒ると、左上に記載したとおりデラックス・プレミアムの領域で需要が伸びており、
その部分で単価も上がっています。
したがって当社の戦略としては、廉価コミューター領域ではなく、
選択と集中で当社の得意領域であるプレミアム戦略を進めていきたいと思っています。

スライドの左下にあるように、販売前から販売後まで、DXまたはリアルの販売網を通じて、
お客さまとの関係性を強化しながら、インド国内向け製品単価もアップさせたいと考えています。
もしくはその全体のビジネスモデルとして、
製品だけでなく周辺ビジネスを合わせた売上の増加を⽬指していきます。

また、もう1つの課題であるスクーターの拡販については、
プレミアムブランド展開とともにお客さま視点で当社のメッセージを訴求しながら、
単なる販売競争ではなく、ブランドを強化しながら拡販を図りたいと思っています。
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2018年 2019年 2020年 2021年 2024年

AT

159
171

121

140
200万台へ

36％ 45％ 59％ AT⽐率56％

その他

68%

198

50万台

100万台 プレミアムATカテゴリに於けるヤマハシェア

50％

100％

2018年 2019年 2020年 2021年
プレミアムAT

低価格/STD AT

供給不⾜影響

新興国⼆輪⾞事業︓フィリピン

市場戦略と取組み事例

上位中間層セグメント、特に上位ATモデルにおける強みを維持し、市場台数成⻑の機会をとらえる

スクーター需要推移 （万台）総需要推移と⾒通し（万台）

オン/オフラインによる
PRM ATのポジショニング維持

セグメントマーケティングにより
ターゲットに刺さる価値訴求

プレミアムAT
NMAX AEROX

コネクティッド（つながる）モデル

デジタルマーケティングとオフラインの融合 モデル別STP定義

・若年層ターゲット
・都市的機能性
・パーソナライズ性 等

Cool＆Trendy
顧客クラスター価値観に合わせた訴求

3S販路拡⼤/質向上による
量と顧客への提供価値向上

ʻ21
1

11

378

215

605
2,828
3,433

エリア分析に基づく出店拡⼤ 顧客接点を拡げる

17

実績 実績 実績 ⾒通し ⾒通し

フィリピンも総需要に関しては他の新興国と同じく、
2020年に落ち込み2021年はまだ回復途中ですが、
特に当社が強みを持つスクーターはこれからも伸びると考えています。
スライド右上のグラフを⾒ると、
近年の傾向では⾼価格帯のプレミアムATの需要増加が⾒られ、
この傾向は今後も続くと予想されます。
プレミアムATは得意領域として、当社ブランドに対するお客さまの共感、
もしくはつながりの強化を⽬指し、フィリピンにおいてもプレミアム戦略により、
市場台数と販売単価の成⻑を図っていきます。
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RV事業
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2019年 2020年 2021年

6.9

9.1

11.3 

ATV

ROV

RV事業

2018年 2019年 2020年 2021年

68 71

ATV

ROV

92
82 需要

底上げ

総需要推移（万台） ヤマハ販売台数（万台）

業績推移と今期⾒通し

2019年 2020年 2021年

789 798
1,070

売上⾼
（億円）

営業利益率

△3.3%

△0.5%

6.5%

顧客層の増⾞/代替を含め家族/アウトドア需要の底上げが22年以降も期待できる想定
21年コロナ影響による供給課題あるも、今期⿊字化の⾒通し

アウトドア・レジャー需要の⾼まり

19

実績 実績 実績 ⾒通し 実績 実績 ⾒通し

実績 実績 ⾒通し

RV事業は、コロナ禍においても需要の落ち込みはありませんでした。
スライド左上の総需要推移のとおり2020年がピークとなっています。
2021年の⽬標は2020年より少し落ちますが、需要は底上げされた状態が続いています。
その中で、スライド右上のグラフのとおり当社の販売台数も着実に伸びてきています。
特にアウトドアレジャー需要が⾼まりを⾒せ、お客さまが旅⾏に⾏けない中、
ファミリーイベントで当社の商材を活⽤していただいています。

また、近年のRV事業は⾚字でしたが、
スライド右下のグラフのとおり2021年は⿊字化を計画しています。
今後は利益を⽣む事業としてさらなる成⻑を⽬指していきます。
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RV事業

ROV北⽶市場（動画）

 顧客にミートした新PF群の投⼊
 プラットフォームコストダウンをRVにも適⽤
 レクリエーショナル領域シェア

５％ → 19％ （⽬標14％）

新PFモデルを投⼊し、シェア拡⼤を実現
デジタルコミュニケーション
“Destination Yamaha”

リアル体験の強化
デモツアー/イベント/デモ機設置

https://www.youtube.com/watch?v=ISLNh_JvZY4

20

RV事業について、
⽶国を中⼼としたお客さまのイメージをつかんでもらうためのビデオを⽤意しています。
ご覧ください。

お⼦さまも含めたファミリーやユーザー同⼠のコミュニティ、
⼀過性でない新しい価値の捉え⽅などをふまえ、
当社は、お客さまのリアルアドベンチャー体験のパートナーとして、ブランディングをしてきました。
お客様にミートした新しいモデルをプラットフォーム戦略とセットで投⼊し、
その結果、レクリエーショナル領域のシェアは中期経営計画の⽬標14％に対し、
RMAX2、RMAX4の投⼊により19％まで増えてきています。
今後もお客さまにミートしたプラットフォームモデル群を広げていきながら、
そこでの確固たるポジションを確保していきたいと考えています。
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以上で説明を終わります。

ご清聴いただき、ありがとうございました。


